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1 例えば「人口減少社会の設計」松谷・藤正 中公新書：２００２ 
2 例えば「エコ・エコノミー」レスターブラウン 家の光協会：２００２ 
3「高齢者との連携を進める学校施設の整備について－世代を超えたコミュニティーの拠点作りを目指し
て」文部省：１９９７ 第２節 

























                                                          










































                                                          






















                                                          








































所は小・中学生の安心・安全な寄宿を保証する 24 時間体制の高機能保健室でもある。 
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④本研究で残された課題を示す 









































































































































































































同学年 30 人/クラス以上＝270 人 
もしくは既存校の校舎余裕 
②最適規模 
同学年 30 人/クラス×3クラス/学年＝810 人 
を給食業者ノウハウで修正 
③最大規模 














































































最小規模は小学 30 人×６クラス、中学 30 人×3クラスの 270 人としたい。 







主観的だが上、中、下と 3グループが形成される同学年 30 人/クラスを提案したい。 
最適規模については児童・生徒が多様なスポーツ・音楽・演劇などの経験を持て
る人数（各学年同性が 45 人程度）、および教職員が各学年全員の名前を覚えやす




















































                                                          
20 横浜市小・中学校の規模および配置の適正化ならびに通学区域の見直しに関する基本方針：横浜市教育













































































































































                                                          
21 「高齢者住宅開発構想の研究」（財）高知県政策総合研究所 ２００１年 ｐ１９－２０ 











































































民間、公団、公社 地公体、公団、公社 地公体 市町村
補助対象 計画策定費、建設費 公営住宅の場合計画策定費、建設費等 計画策定費、建設費
支援計画策定費、連絡調
整費、備品購入費等
負担割合 国１／３、地方１／３、民間１／３ほか 国１／２、地方１／２ 国１／２、地方１／２
国１／２、地方１／２（初年
度のみ）









































































































そこへ住み替え可能な範囲で住戸（860 人分） ＝計 900 人 
②最適規模 
住戸 3000 人分に対応するケアハウス（150 人分） 





















































































業態 購買頻度 商圏距離 商圏人口 特徴
コンビニエンスストア 一週間に4回以上 500m以下 3,000人程度 購買してすぐに消費する商品が中心である
小型食品スーパーマーケット 一週間に2回以上 1km以下 1500世帯以上 調理の必要な食品を主に扱う




ドラッグストア 一週間に2回以上 1km以下 2万人以上 医薬品を中心に日用雑貨を扱う
ファミリーレストラン （Ｎ．Ａ） （Ｎ．Ａ） 3万人以上 喫茶・食事の提供
宅配ピザ （Ｎ．Ａ） （Ｎ．Ａ） 5万人以上 ピザの宅配





























                                                          








一般住宅 2132 人分 29
居宅介護対応住宅 223 人分 3




アクティブシニア複数居住者 169574 人 33.9




戸建住宅 155134 人分 364 17.7
集合（独身）住宅 4574 人分 11 0.5
居宅介護対応戸建住宅 14440 人分 34 1.7
居宅介護対応集合（独身）住宅 426 人分 1 0.0




















































準都市計画区域 ３０００㎡以上 市町村が指定した区域（高知では？） 
都市計画区域及び準都市









































































                                                          
































○ 第 1種 転用許可方針 
原則不許可、但しただし土地収用法対象事業等公益性の高い事業に供する場合
などは許可 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































③ 住居一棟 100 ㎡以上の欧米に負けないゆとりある暮らし 




























































































































































































                                                          





他債権者・株主等から再生型手続申請があったら？  銀行意思に反対する関係者は少数 



















































































































































重介護室 0 0 0
通常介護室 120 15 1800
特別入浴室 1 150 150




（共用部割増） 1.2 2412 ㎡
建物延床面積（㎡） 容積率（％） 敷地面積（㎡）







小学教室 12 64 23040
中学教室 3 64 5760
職員室など 4 （中学教室と同面積） 7680
小・中学生用寄宿舎 450 3 1350
（人数内訳） 1クラス人数（人） クラス数 人数
小学校 30 8 240
中学校 30 7 210
ＦＡＳＳ小計 1350 ㎡
（共用部割増） 1.2 1620 ㎡
建物延床面積（㎡） 建蔽率（％） 敷地面積（㎡）




















学生寮 0 20 0
戸建 450 160 72000
単身住宅 500 35 17500
コミュニティ小計 89500 ㎡
（共用部割増） 1.2 107400 ㎡
建物延床面積（㎡） 建蔽・容積率（％） 敷地面積（㎡）
戸建敷地 72000 10 720000
(一戸あたり敷地面積 1600 ㎡）









（共用部割増） 1.2 1500 ㎡
建物延床面積（㎡） 建蔽率（％） 敷地面積（㎡）


































































































































                                                          




































医療処置室費用 20 60 12
重介護室費用 20 0 0
その他費用 20 2070 414




校舎施工費用 20 36480 7296
寄宿舎施工費用 20 1350 270
校舎設計費用 5 （％：対施工費用比） 365




学生寮 0 0 0
戸建 12 72000 8640
独身住宅 12 17500 2100
設計費用 2 （％：対施工費用比） 215
小計 10955
共通施設
建築請負金額 請負単価（万円／㎡） 延床面積（㎡） 金額（百万円）
施工費用 20 1500 300
設計費用 2 （％：対施工費用比） 6
小計 306
インフラ工事








用地購入費 購入単価（万円／㎡） 面積（㎡） 金額（百万円）
0.04 500000 200













戸建住宅 ８０㎡分割スタート ２０００万円 ２６００万円 年間４０戸ずつ９年間販売
１６０㎡ ２５００万円 ２５００万円 年間５戸ずつ９年間販売
管理費（選択制） 15000円/月 15000円/月 （選択すると買取保証）
独身住宅 ３５㎡入居費 ９００万円 ９００万円 年間２０戸１０年販売
３５㎡月割家賃 ６万円/月 ×利用期間











人件費 年収（万円） 福利厚生補正（×） 人数 年費用（万円）
創知の杜ＳＰＣ経営者 1000 1.2 1 1200
ＦＡＳＳ維持運営担当 650 1.2 1 780




減価償却費 原価（百万円） 償却期間（定額法） 年償却費（百万円）
校舎 7660.80 30 255.36




















人件費 年収（万円） 福利厚生補正（×） 人数 年費用（万円）
不動産(外注１％) 756 1 1 756
コミュニティ維持運営担当 650 1.2 1 780




減価償却費 原価（百万円） 償却期間（定額法） 年償却費（百万円）
学生寮 0.00 30 0
戸建 9504.00 30 317

















人件費 年収（万円） 福利厚生補正（×） 年費用（万円）
共通施設担当責任者 0 1.2 0 0
維持運営担当 0 1.2 0 0




減価償却費 原価（百万円） 償却期間（定額法） 年償却費（百万円）
食堂 147.84 30 4.93
売店 23.76 30 0.79
入浴施設 79.20 30 2.64


































































※戸建住宅は 15 年間の販売にあわせ毎年 30 棟ずつ建設。集合住宅は 120 部屋ずつ 3年（賃貸も毎年 100 部屋づつ埋まると予測）、そ




０年目 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 １０年目 １１年目 １２年目
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
戸建80㎡ 20 戸×15年 0 39600 39600 39600 39600 39600 39600 39600 39600 39600 39600 39600 39600
戸建160㎡ 10 戸×15年 0 25400 25400 25400 25400 25400 25400 25400 25400 25400 25400 25400 25400
集合 20 戸×10年 0 10417 10417 10417 10417 10417 10417 10417 10417 10417 10417
建増・住替 3 戸（５年目以降） 5940 5940 5940 5940 5940 5940 5940 5940
戸建80㎡ 戸 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
戸建160㎡他10 戸 0 30 60 90 120 150 180 210 240 270 270 270 270
集合 280 戸 0 460 919 1379 1379 1379 1379 1379 1379 1379 1379 1379 1379
ｹｱﾊｳｽ収入（家賃） 入居者 181 人 0 3437 3437 3437 3437 3437 3437 3437 3437 3437 3437 3437 3437




戸建住宅工事費 38400 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560 2560
集合住宅工事費 4200 1008 1008 1008 168 168 168 168 168 168 168
FASS工事費




インフラ工事費 26780 2678 2678 2678 2678 2678 2678 2678 2678 2678 2678
FASS＆寄宿舎 2970 3359 3359 3359 3359 3359 3359 3359 3359 3359 3359 3359 3359
戸建住宅 2303 3307 3307 3307 3307 3307 3307 3307 3307 3307 3307 3307 3307
集合住宅 231 231 231 231 231 231 231 231 231 231 231 231
ケアハウス 1435 1435 1435 1435 1435 1435 1435 1435 1435 1435 1435 1435
その他 342 342 342 342 342 342 342 342 342 342 342 342
FASS＆寄宿舎 153 306 459 612 765 918 918 918 918 918 918 918 918
戸建住宅
集合住宅 33.6 67 101 106 112 118 123 129 134 140 140 140 140
ケアハウス 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448 1448










１３年目 １４年目 １５年目 １６年目
戸建80㎡ 20 戸×15年 39600 39600 39600
戸建160㎡ 10 戸×15年 25400 25400 25400
集合 20 戸×10年
建増・住替 3 戸（５年目以降） 5940 5940 5940 5940
戸建80㎡ 戸 0 0 0 0
戸建160㎡ 10 戸 270 270 270 270
集合 280 戸 1379 1379 1379 1379
ｹｱﾊｳｽ収入（家賃） 入居者 181 人 3437 3437 3437 3437











FASS＆寄宿舎 3359 3359 3359 2037
戸建住宅 3307 3307 3307 1796
集合住宅 231 231 231 231
ケアハウス 1435 1435 1435 1435
その他 342 342 342 342
FASS＆寄宿舎 918 918 918 918
戸建住宅
集合住宅 140 140 140 140
ケアハウス 1448 1448 1448 1448
































































資本金 100 百万円 8 ％（金利） 8 ％程度
借入金 1200 百万円 10 年で金利・元本返済
売上 ケアハウス・家賃・管理費 0 万円 （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 0 万円 変動費 現金 借入金
1,049 102 1,200
固定費 維持運営費 5273 万円 売上高 資本金
金利支払 96 百万円 0 固定費 固定資産 100
減価償却費 27 百万円 176 1,022 当期損失
固定資産税 0 百万円 ▲ 176
元本返済 0 百万円 経費 資産合計 資本・負債合計





売上 ケアハウス・家賃・管理費 4016 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
108 179 1,080
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 86 百万円 794 固定費 固定資産 100
減価償却費 29 百万円 205 1,101 累積利益 税 137
固定資産税 3 百万円 86 純利益 168
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 13
変動費 工事費 108 百万円 481 1,280 1,266
２年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 4506 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
108 362 960
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 77 百万円 799 固定費 固定資産 100
減価償却費 31 百万円 197 1,178 累積利益 税 222
固定資産税 3 百万円 445 純利益 271
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 22
変動費 工事費 108 百万円 493 1,540 1,505
３年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 4995 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
100 557 840
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 67 百万円 804 固定費 固定資産 100
減価償却費 33 百万円 189 1,245 累積利益 税 232
固定資産税 3 百万円 805 純利益 283
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 23
変動費 工事費 100 百万円 515 1,803 1,745
４年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 5025 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
100 759 720
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 58 百万円 804 固定費 固定資産 100
減価償却費 34 百万円 181 1,311 累積利益 税 235
固定資産税 3 百万円 1,170 純利益 288
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 23






売上 ケアハウス・家賃・管理費 10995 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
100 1,000 600
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 48 百万円 864 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 173 1,375 累積利益 税 266
固定資産税 3 百万円 1,568 純利益 325
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 26
変動費 工事費 100 百万円 591 2,375 2,268
６年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11025 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
54 1,272 480
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 38 百万円 864 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 164 1,393 累積利益 税 291
固定資産税 3 百万円 1,950 純利益 356
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 28
変動費 工事費 54 百万円 647 2,665 2,530
７年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11055 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
54 1,549 360
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 29 百万円 865 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 154 1,411 累積利益 税 295
固定資産税 3 百万円 2,336 純利益 361
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 29
変動費 工事費 54 百万円 656 2,960 2,796
８年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11085 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
54 1,831 240
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 19 百万円 865 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 145 1,429 累積利益 税 300
固定資産税 3 百万円 2,727 純利益 366
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 29
変動費 工事費 54 百万円 666 3,260 3,067
９年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
54 2,119 120
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 10 百万円 865 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 135 1,447 累積利益 税 304
固定資産税 3 百万円 3,123 純利益 372
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 30







売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 75417 万円 変動費 現金 借入金
26 2,428 0
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 865 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 126 1,437 累積利益 税 321
固定資産税 3 百万円 3,510 純利益 393
元本返済 120 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 31
変動費 工事費 26 百万円 714 3,865 3,610
１１年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 65000 万円 変動費 現金 借入金
26 2,799 0
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 761 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 126 1,426 累積利益 税 274
固定資産税 3 百万円 3,844 純利益 335
元本返済 0 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 27
変動費 工事費 26 百万円 610 4,226 3,944
１２年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 65000 万円 変動費 現金 借入金
26 3,171 0
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 761 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 126 1,416 累積利益 税 274
固定資産税 3 百万円 4,179 純利益 335
元本返済 0 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 27
変動費 工事費 26 百万円 610 4,587 4,279
１３年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 65000 万円 変動費 現金 借入金
26 3,542 0
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 761 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 126 1,406 累積利益 税 274
固定資産税 3 百万円 4,513 純利益 335
元本返済 0 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 27
変動費 工事費 26 百万円 610 4,948 4,613
１4年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 65000 万円 変動費 現金 借入金
26 3,914 0
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 761 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 126 1,395 累積利益 税 274
固定資産税 3 百万円 4,847 純利益 335
元本返済 0 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 27

































売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 65000 万円 変動費 現金 借入金
0 4,300 0
固定費 維持運営費 8674 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 761 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 126 1,359 累積利益 税 286
固定資産税 3 百万円 5,169 純利益 350
元本返済 0 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 28
変動費 工事費 0 百万円 636 5,659 5,269
１6年度
売上 ケアハウス・家賃・管理費 11115 万円 Ｐ／Ｌ （百万円） Ｂ／Ｓ （百万円）
入居権販売 0 万円 変動費 現金 借入金
0 4,343 0
固定費 維持運営費 5840 万円 売上高 資本金
金利支払 0 百万円 111 固定費 固定資産 100
減価償却費 36 百万円 97 1,323 累積利益 税 6
固定資産税 3 百万円 5,176 純利益 8
元本返済 0 百万円 利益 資産合計 資本・負債合計 配当 1
変動費 工事費 0 百万円 14 5,666 5,276
 58
５ 今後の課題 




  それ以降どうするかについては３つのシナリオを用意している。 
①新規「創知の杜」開発による続行 






























































































































































































































                                                          
33 例えば高知市文化センター「かるぽーと」の建設費は２００億円 
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相談所」のごとく辛抱強く話を聞いていただき、様々な形で暖かく励ましていただいた。
大変有難い事であり、深謝する次第である。 
 
審査委員である前田 昇先生には「創知の杜」実現の一つの鍵であるマーケティング
を主にご指導いただいた。私が持ち込む課題をいとも簡単に解決する事にいつも驚き、
自分の無力を痛感した。大阪の研究室まで何度もお邪魔してしまい大変ご迷惑をおかけ
したが、私にとっては非常に実力のつく、楽しく貴重な時間であった。 
もう一人の審査委員である馬場 敬三先生とは私の不誠実さと能力の低さより、非常
に限られた時間のコミュニケーションとなってしまい反省している。しかしその少ない
時間の中で、研究の進め方に関し貴重で元気になるアドバイスを頂き、それを胸に研究
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